2010男女平等産別統一闘争の推進について（２）

～2010男女平等産別統一闘争山場へ向けた取り組み～

「2010男女平等産別統一闘争」は、道本部第111回中央委員会（２月３日）での承認を経て、2010春闘の中で通年闘争としての統一要求書の提出・交渉を積極的に展開してきたところです。

　自治労中央本部は、６月を頂点とする産別統一闘争を提起しており、すでに道本部が提起している産別統一闘争時での「１単組・１企画」運動の取り組みとして、各地方本部・単組・総支部は、春闘期の積み残し課題の解決に向けた積極的な運動展開を図ることと、あわせて下記の「行動指標８項目」点検運動を追加し、積極的な運動展開を進めることとします。

記

１．産別統一闘争期に向けた運動展開
道本部第111回中央委員会「自治労北海道本部2010国民春闘方針（案）」より抜粋、一部付加
【2010年度の具体的な運動展開について】

○道本部の取り組み

①　６月の全国統一行動に向けて、教宣紙「自治労北海道」特集号（４月11・21日合併号）による啓発活動を行います。

②　地本と連携した学習・啓発の取り組みをめざします。

③　「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」を着実に実践するための議論を深めます。
○地方本部の取り組み

①　「男女がともに担う地方本部推進委員会」が未設置の地方本部については、早期の設置を追求します。また、すでに設置済みの地方本部にあっては、形骸化することなくいっそうの取り組みの推進をめざします。

　　全単組が取り組む「行動指標８項目」の点検活動結果などを材料に、推進委員会の積極的な開催を追求します。
②　地本執行部は地本女性部・青年部などとの連携を強め、組織総体での取り組みを追求します。

③　地本として統一獲得目標・妥結基準などを設定し具体的な要求実現をめざします。

④　闘争体制の強化に向けて、学習会の開催、単組・総支部代表者会議の開催をめざします。

⑤　全国統一行動に合わせ、単組との連携も含めて地方本部で「１地方本部・１企画」を実施し、推進をはかります。
○単組・総支部の取り組み

①　単組・総支部は女性部・青年部などとの連携を強め、組織総体での取り組みを追求します。
　②　全国統一行動日に合わせ、地方本部との連携も含めて、以下を参考に「１単組・１企画」を実施し、推進をはかります。
　　　なお、「ａ．「行動指標８項目」の点検活動」については、最低限、すべての単組が取り組むこととし、６月中に地方本部へ報告することとします。

ａ．「行動指標８項目」の点検活動（＜別紙＞点検シートを活用）
ｂ．春闘期の積み残し課題の解決に向けた取り組み
ｃ．育児・介護休業法の一部改正（2010年６月30日施行）をふまえた条例改正の取り組み（別途、賃金労働部発文を活用）
ｄ．組合員啓発の教宣紙の発行

ｅ．教宣紙「自治労北海道」特集号（４月11・21日合併号）などを活用した学習会の開催

ｆ．学習活動を通して身近な男女格差に関わる事例の掘り起こし（「男女平等産別統一闘争のてびき」、「レッツ・チャレンジ（改訂版）」などを活用）

ｇ．自治体職場における、均等法および地公法13条（平等取扱の原則）違反事例のチェック

ｈ．「都道府県・市町村行動計画」・「特定（一般）事業主行動計画」の点検、またはその具体的な実施状況を検証(一般事業主については、2011年４月から101人以上の事業所にも「行動計画」策定が義務化されることから、策定状況の把握と、すでに策定されている場合は実施状況を把握します)

ｉ．地域街宣・ビラ配布など

　　
２．行動指標８項目

	【行動指標８項目】

①　ワーク・ライフ・バランス憲章を踏まえ、ワーク・ライフ・バランスの推進体制を確立するとともに、行動指針の具体化をはかること。

②　地域の状況を反映した男女平等条例または男女平等参画計画を制定すること。
③　次世代育成支援対策推進法に基づく、「都道府県・市町村行動計画」および「特定（一般）事業主等行動計画」の実施状況を点検し計画の充実・改善を図ること。

④　育児・介護休業法の一部改正をふまえた所要の措置を講ずること。
⑤　職場の男女平等を推進しセクシュアル・ハラスメントのない安全で快適な職場を実現するための、労使協議の場を設定すること。
⑥　実質的な職場の男女平等の実現に向け、地公法13条・均等法を遵守する立場で、具体的な改善策を講じていくこと。
⑦　募集・採用・配置・昇進について、男女別・職種別・職階別データを明らかにすること。また、学歴別・経験年数別・雇用形態別・男女別平均賃金の実態を調査し、性別を理由とした差別的取り扱いに対して是正措置を講じること。　
⑧　結婚・妊娠・出産・育児・介護などを理由に不利益取り扱い、退職勧奨や解雇されることのないよう、仕事と家庭の両立支援を拡充・促進すること。


＜別紙＞2010男女平等産別統一闘争「行動指標８項目」点検シート
単組名　　　　　　　　　　　　　記入者名　　　　　　　　　　　　　　　　
【記入の方法】

　　現在の状況：点検項目がクリアされていれば「○」を、そうでなければ「×」を記入

　　（現在の状況が「×」の場合）

当局の認識：当局に改善・是正をする認識があれば「チェック」

組合の関与：組合として改善・是正を求めている場合は「チェック」

	点検項目
	現在の状況
	当局の認識
	組合の関与

	ワーク・ライフ・バランスの推進体制が確立されている。
	
	
	

	行動指針が具体化されている。
	
	
	

	男女平等条例または男女平等参画計画が制定されている。
	
	
	

	「都道府県・市町村行動計画」および「特定（一般）事業主等行動計画」が実施されている。
	
	
	

	育児・介護休業法の一部改正をふまえて、条例が改正されている。
	
	
	

	職場の男女平等を推進し、セクシュアル・ハラスメントのない安全で快適な職場を実現するための、労使協議の場が設定されている。
	
	
	

	職場の男女平等の実現に向け、地公法13条・均等法が遵守されている。
	
	
	

	募集・採用・配置・昇進について、男女別・職種別・職階別データが明かされている。
	
	
	

	募集・採用・配置・昇進について、性別を理由とした差別的取り扱いがない。
	
	
	

	結婚・妊娠・出産・育児・介護などを理由に不利益取り扱い、退職勧奨や解雇されない。
	
	
	


※全単組は、チェックシートに記入の上、６月中に地方本部へ報告願います。
